
 

 

 

事務事業評価における県民意見募集結果について 

 

      令和５年度事務事業評価における県民意見と令和６年度当初予算への反映状況は以下のとおり。 

 

       １ 意見募集期間 令和５年８月23日（水）～令和５年９月22日（金） 

       ２ 意見提出状況 12件（３名） 

       ３ 提出状況 

 

 部 局 事 業 名 意見数 

１ みらい企画創造部 移住定住・人材確保戦略的展開事業費 ５ 

２ みらい企画創造部 ロケ誘致促進事業費 １ 

３ みらい企画創造部 留学生受入拡大推進事業費 ２ 

４ 環境エネルギー部 カーボンニュートラル県民アクション推進事業費 ３ 

５ 健康福祉部 健康づくりウォーキング推進事業費 １ 

６ 産業労働部 人材確保・生産性向上推進事業費 － 

７ 教育局 オリンピックメダリスト育成事業費 － 

 

 



事業費 一財 主な意見 事業費 一財

1 企画
移住定住・人材
確保戦略的展開
事業費

①県独自の移住セミナーの開催
   や全国 規模の移住フェア等へ
   の出展
②移住総合支援ガイドの作成や
   移住交流ポータルサイトの保
   守管理、YouTuberを活用した
   情報発信等
③東京有楽町の東京交通会館
   ８階にある「やまがたハッピー
   ライフ情報センター」の管理運
   営経費
④移住者に対する米・味噌・醤
   油の 食の支援

19,454 12,254

○山形県をはじめ、東北各県は人口の社会減が他地域と比べても大きいた
   め、移住希望者に積極的に働きかける必要がある。東北は関東圏とは新幹
   線でつながっており、交通の利便性は良いため、移住ツアーの交通費を助成
   するなども移住検討の後押しにつながると思う。

○YouTuberを使った情報発信の効果はどれくらい出ているのだろうか。目に見
   える効果がなかなか出にくい施策かと思われるが、SNSは若い世代では一
   番効果のあるツールなので、YouTube以外にも本県の魅力が伝わるように
   ぜひフル活用していただきたい。

○情報発信などは民間の方がノウハウを蓄積できていると考えられるため、
   そういった部分をアウトソーシングするなど、効率よく最大限の効果が発揮
   できるように努めていただきたい。

○個々の施策の必要性は理解できるが、一般メディアへの露出が少なく、全国
   的に知名度が低い。「山形」を既に知って いる人にしか届いていないと思わ
   れるので、より全国規模のメディアへの露出を増やし知名度を上げる努力も
   必要ではないか。例えば、朝の情報番組では、「移住におすすめの関東近郊
   の市町村」として何回か放送されているのを見るが、そういうコーナーでも取
   り上げてもらえるよう、テレビ局に売り込んでみてはいかがでしょうか。

46,759 46,759

〇移住を検討するにあたっては、現地での生活を実
   際に体験することが重要であることから、引き続き
   市町村と連携しながら移住体験事業を展開してい
   く。

〇インターネットやSNS、メディアを活用して、地方へ
   の移住に関心がある20～40歳代の若い世代に対
   して重点的に情報を発信していく。

〇事業実施にあたっては、ノウハウを持つ民間事業
   者を活用しながら、費用対効果が最も高くなるよう
   な手法で実施していく。

〇交通費の助成により軽負担で山形暮
   らしが体験できる事業を実施。（「やま
   がた魅力体感関係人口創出事業費」
   にて実施）

〇山形の魅力を多くの移住検討者に伝
   えるため、移住交流ポータルサイトの
   リニューアルやインターネット等を活用
   した広告事業を実施。

〇首都圏における移住相談窓口と就職
   相談窓口の窓口機能を統合した新た
   な相談窓口を設置し、移住・就職に関
   する相談・情報発信をワンストップで行
   う体制を強化。

2 企画
ロケ誘致促進事
業費

本県の知名度向上や観光誘客を
図るため、国内外の映画やテレビ
ドラマ等の県内ロケに要する経費
を支援

10,000 5,000

○昨年の庄内を中心に撮影された映画の公開時には、県内では「山形でロケ」
   とＰＲが行われていましたが、県外でも大々的にＰＲされないと、あまり効果が
   ないように思われますので、県外の人にも伝わるようＰＲが必要と感じます。
　 また、ロケ地の魅力や良さが発信できるよう、映画と合わせてロケ地宣伝用
   の動画を作ってはいかがでしょうか。

0 0
○事務事業評価部会の御意見を踏まえ、令和５年
   度をもって本事業を廃止する。

－

3 企画
留学生受入拡大
推進事業費

本県に就職する意思があり、県内
企業に就職活動等を行う留学生に
対し、給付型の奨学金を支給

10,869 10,869

○日本全体が人口減少下にある昨今、少ないパイを各団体で取り合うのでは
   なく、留学生に力を入れるのは良い方針であると考えられる。しかし、日本に
   ついて明るくない留学生に山形県を選んでいただくために受け皿となる特色
   のある教育機関等を整備すべきだと思われる。

○対象となった留学生については県内企業への就職活動等を皆行っているの
   か。奨学金を受給しつつも県内に就職しない場合の対応を検討する必要はあ
   ると思う。 10,869 10,869

〇学校法人山本学園が運営する専門学校の山形
   V．カレッジが外国人留学生を対象とした日本語
   学科を令和６年４月に開設すると発表しており、
   本県留学生の増加に寄与するものと期待してい
   る。

〇対象となる留学生は、全て県内企業への就職に
   向けた活動を行っている。本奨学金は、県内企業
   への就職に向けて活動する留学生を支援するとい
   う目的の奨学金であり、本県の高等教育機関への
   留学のインセンティブともなっている。本奨学金の
   今後については、いただいた御意見も参考にしな
   がら、検討してまいりたい。

○現行の制度を継続しつつ、県内就職者
   の割合が増えるよう、産学官で構成す
   る「やまがたグローバル人材育成コン
   ソーシアム」との連携を強化していく。

4 環エネ
カーボンニュート
ラル県民アクショ
ン推進事業費

省エネ効果の高い家電製品への
買換えを促すため、参加賞や商品
が当たる「省エネ家電買換えキャ
ンペーン」を実施するもの

8,558 0

○具体的にどれくらいのCO2排出量を削減できているのか、個票からは分かり
   ませんでした。工場などからのCO2排出量に対する目標などはないのでしょ
   うか。

○個人と企業どちらにも働きかけて、目に見える効果を発揮していただくべき課
   題だと考えています。県民の省エネ感情を喚起するイベントを開催することな
   どは考えていないでしょうか。

○各市町村においても、独自の省エネ施策に取り組んでいただき、県内の優良
   事例を共有して、各団体が前向きに取り組めるように後押しするのが県の役
   割だと思います。

0 0

○2030年度までに温室効果ガス50％削減、2050年
   度までに100％削減を目標としている。分野ごとの
   目標設定は行っていない。

○「ゼロカーボンやまがた2050」の達成に向けて、県
   民の主体的な取組みを後押しするカーボンニュー
   トラルやまがた県民運動を展開しており、引き続
   き、県民運動の構成団体である市町村や関係団
   体と連携し、県民運動推進大会の開催等による
   普及啓発に努める。

-

5 健福
健康づくりウォー
キング推進事業
費

①コロナに負けない身体づくりの
   ためのウォーキング大会の開
   催に要する経費
②県内事業所におけるウォーキ
   ング事業の実施に要する経費
  に対する補助
  （万歩計の購入費補助等）

11,860 5,930

○県民の意識付けのためにイベントや強化月間期間を設けていると思うが、日
   常にウォーキングがある事で健康につながるため、大会や強化月間の間の
   取組みだけで終わらないように、毎日のウォーキング習慣を取り入れた日常
   モデルの提案、ウォーキングルートの提案・マップ化、ウォーキングアプリを
   作って交流するなど、ウォーキングが日常として定着するような方法を組み
   合わせることが大事ではないかと感じる。

11,465 5,930

○県民一人ひとりが「歩く習慣」を身につけるため、ア
   プリを活用したウォーキングWeb大会や市町村と連
   携した取組み（イベントカレンダー、スタンプラリー）
   を、歩きやすい季節である春から秋にかけて実施す
   る。
   また、現在、各市町村のおすすめウォーキングマッ
   プも県ホームページ上で公開しており、ウォーキン
   グを日常に取り入れるきっかけとなるよう、市町村と
   連携を図りながら取り組んでいく。

○地域でウォーキングを推進する人材を育成するた
   め「歩き方教室」を開催し、正しい歩き方のアドバ
   イスに加えて、日常にウォーキングを取り入れ継続
   することが、健康につながることを普及啓発してい
    く。

〇各市町村で既に作成しているウォーキングマップ
   を活用してまいりたい。

〇アプリを活用したウォーキングWEB大
   会及び市町村と連携した取組み（イベ
   ントカレンダー、スタンプラリー）につい
   て、引き続き実施し、県民の歩く習慣
   の定着を図っていく。

〇歩き方教室を開催し、地域でウォーキ
   ングを推進する人材を育成する。参加
   後に職場や地域の方にウォーキング
   の重要性や継続することのメリットを
   普及してもらい、県内全域でのウォー
   キングの推進につなげていく。

〇各市町村のウォーキングマップを県特
   設HPにリンクし、身近な場所での
   ウォーキングの継続を啓発していく。

R6予算額(千円)
所管部局の対応

R6当初予算の内容
（見直しの内容）

提出された主な意見の概要と所管部局の対応状況等

No 部局 事業名 事業概要
R5予算額(千円)
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